
地方公務員災害補償基金大阪府支部におけるハラスメント防止等について

令和６年５月30日
支　部　長　決　定

　地方公務員災害補償基金大阪府支部（以下「当支部」という。）における職員（地方公務員災害補償法第13条第１項の規定により当支部の事務に従事させる常勤・非常勤職員及び当基金が雇用する非常勤職員をいう。以下同じ。）の利益の保護及びその能力の有効な発揮を目的として、ハラスメント（セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント、妊娠・出産・育児・介護に関するハラスメント及び求職者等に対するハラスメントを総称したものをいう。以下同じ。）の防止及び対応に関し、次のように定めるものとする。

第１　禁止行為
　職員は、職場（職員が業務を遂行する場所をいう。以下同じ。）において、第２に掲げるハラスメントを行ってはならない。

第２　各ハラスメントの概念及び内容
　大阪府にて策定されている職場におけるハラスメントの防止及び対応に関する指針に準じるものとする。

第３　事務長の責務
１　ハラスメントの防止を図るため、職場研修等を通じ、日頃から職員の意識啓発に努めること。また、ハラスメントが生じた場合には、再発防止に向けた措置を講ずること。

２　勤務環境を害し、又はそのおそれがある言動を見逃さないよう勤務環境に十分注意を払い、問題が発生した場合に迅速かつ適切に対応すること。

３　職員から相談を受けた場合には、相談者のプライバシーに十分配慮しながら、最善の解決策は何かという視点をもって、迅速かつ適切に対応すること。また、相談を行ったこと等による職員への不利益な取扱いを行わないこと。

４　職員が自らの責務を遵守するよう適切な指導を行うこと。

５　職員が他の組織に属する職員（他の事業主が雇用する労働者や他の行政機関の職員等を含む）からハラスメントを受けたとされる場合には、当該組織の管理監督者に対し当該職員に対する調査や指導等の対応を要請すること。また、対応を求められた場合は、これに応じて必要と認める協力を行うこと。

第４　職員が認識すべき事項等
　職員が認識すべき事項、職場の構成員として良好な勤務環境を確保するために認識すべき事項及びハラスメントに起因する問題が生じた場合において職員に望まれる事項は、大阪府にて策定されている職場におけるハラスメントの防止及び対応に関する指針に準じるものとする。

第５　相談体制
ハラスメントの問題解決を迅速かつ適切に行える体制として、下記相談窓口を設置する。
相談を受けるにあたっては、相談者のプライバシーに十分配慮しながら、相談者の立場に立ち、受容・傾聴に心がけながら聞き取り等の必要な調査を行う。
調査によりハラスメントが確認された場合には、相談者への助言を含め、必要に応じて迅速かつ適切に対応する。
１　職員間におけるハラスメント
相談窓口
　（１）　事務長
・相談者に適切なアドバイスを行う。
・必要に応じて、弁護士に助言を求め、事務次長と連携し、ハラスメントに係る言動の行為者とされる者（以下「行為者」という。）に対してヒアリング・指導を行う。
・必要に応じて、相談者及び第三者（周囲の職員等）に対してヒアリングを行う。
　　・副支部長へ報告する。
　
　（２）　事務次長
・相談者に適切なアドバイスを行う。
・副支部長・事務長に報告し、必要に応じて、弁護士に助言を求め、行為者、相談者及び第三者に対してヒアリングを行う。

（３）　弁護士（当支部が法律相談に係る契約をしている弁護士）
　　・当支部からハラスメントに関する相談があった際に専門的なアドバイスを行う。
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　２　求職者等に対するハラスメント
相談窓口
	・主に非常勤職員の選考に関するもの
	事務長、事務次長



第６　相談のあり方
大阪府にて策定されている職場におけるハラスメントの防止及び対応に関する指針に準じるものとする。

第７　その他
この決定に定めのない事項については、大阪府での取扱いに準じるものとする。

附　則　
この指針は、令和８年10月21日から適用する。
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